ハンドマイク街頭演説原稿例　補正予算案１
二〇二五年十一月二十八日　日本共産党埼玉県委員会・作成

　ご近所のみなさん、日本共産党です。この場所をお借りして、日本共産党の政策を訴えさせていただきます。しばらくの間ご協力をお願いいたします。
　高市早苗内閣は十一月二十一日に「『強い経済』を実現する総合経済対策」を閣議決定し、二十八日にはその対策の財政上の裏付けとなる補正予算案を閣議決定しました。一般会計からの歳出が十七兆七千億円になりますが、これはコロナ禍後では最大の金額です。これだけの金額はあるものの、その中身を見てみると、物価高から暮らしを守り経済を立て直すという太い柱が何もない、と言わざるを得ないものです。
　経済対策の第一の柱は、「物価高への対応」で、高校生以下の子ども一人あたり二万円の支給や、自治体が自由に使える「重点支援地方交付金」で、「おこめ券」や電子クーポンなどに利用できるようにするなど、いろいろなメニューが並びます。これらの対策も確かに有効ですが、物価高対策としては一時しのぎの効果しか期待できません。しかも、物価高対策の効果がとても高く、多くの国民も強く望んでいる消費税の減税は、やる気がまったくありません。高市政権の対策は、真に必要なものからずれているのではないでしょうか。
　そして経済対策の第二の柱である「危機管理投資・成長投資」ですが、その中身は特定の大企業に奉仕するような財政支援の強化ばかりがめだします。このようなやり方は、かつて安倍晋三政権がすすめたものの、失敗に終わったものばかりです。同じような政策をやっても、また失敗を繰り返すだけに終わるのではないでしょうか。
　さらに問題なのは、第三の柱として掲げられた「防衛力・外交力強化」です。防衛力の強化を経済対策の柱として掲げるのは初めてのことです。そしてこの「防衛力の強化」、言い換えれば軍備の大拡張の内容ですが、防衛費の「対ＧＤＰ・国内総生産比２％水準」の実現時期を、二〇二七年度から二五年度中に前倒しするものです。これは、アメリカのトランプ政権が日本に求めている、防衛費をＧＤＰ比三・五％、金額にして二十兆円を超える水準に拡大する道に突き進む暴走の始まりになりかねません。こんな金額を防衛費に回せば、私たちの生活を支える予算はバッサリ切り捨てられるのではないでしょうか。
　補正予算案の財源ですが、税収が予算編成時の見込みよる増える分などでは足りないため、十二兆円近い額の国債の追加発行、つまりは借金が必要になります。借金が絶対に悪いわけではありませんが、あまりの巨額な追加の借金は、円安や長期金利の上昇を招き、さらなる物価高や財政負担の増加を招きかねません。日本共産党は、防衛費拡大と大企業支援のばらまきではなく、国民の暮らしと経済をしっかり支える経済対策を強く求めます。
　日本共産党の発行する「しんぶん赤旗」は、自民党の裏金問題を最初に取り上げました。週一回発行の「日曜版」の電子版が始まり、たいへんご好評をいただいています。この機会に「しんぶん赤旗」をぜひお読みいただきますようお願いいたしまして、この場所をお借りしての日本共産党の政策の訴えを終わります。ご協力ありがとうございました。（了）
